
障害者自立支援法等の一部を改正する法律案の概要 

 

１ 障害者自立支援法等の見直しの経緯 

 

  ○ 「障害者自立支援法」は、障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指し、 
平成 18 年 4 月に一部施行、同年 10 月に全面施行された。 

  ○ しかしながら、「利用者への応益負担の導入」や「事業者への報酬の日額払い方式の導

入」など、制度の大幅な見直しが行われたことから、法施行後も、利用者や事業者、関

係団体等から様々な問題点や課題が指摘されてきた。 

  ○ そこで、国は、平成 20年度までの特別対策として「① 利用者負担の軽減」、「② 事業
者に対する激変緩和措置」、「③ 新法への移行等のための緊急的な経過措置」を実施す

ることとした。（平成 18年 12月発表） 

  ○ 利用者や事業者からは、特別対策後（平成 21年度以降）の対応を不安視する声があり、
また、「応益負担の撤回」や「報酬の増」を求める声もあった。 

  ○ 与党障害者自立支援に関するプロジェクトチームは、平成 19 年 12 月に「障害者自立
支援法の抜本的見直し（報告書）」をとりまとめ、「法施行後３年の見直しの方向性」や

「緊急措置の実施」について、政府に申し入れを行った。 

  ○ これを受けて、国は、「障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置」として、

「① 利用者負担の更なる軽減」、「② 事業者の経営基盤の強化」、「③ グループホーム

等の整備促進」を平成 20年度から実施することとした。（平成 19年 12月発表） 

○ このような状況の中、平成 20年 4月より、社会保障審議会障害者部会において、法施
行後３年の見直しの検討が行われ、全国知事会や障害者団体など様々な関係者の意見を

踏まえて、施策全般にわたり見直すべき事項、今後更に検討していくべき事項について

昨年 12 月に報告書としてとりまとめられた。 

○ また、与党障害者自立支援に関するプロジェクトチームにおいて、昨年 12月から障害
者自立支援法等の抜本的見直しについて検討が行われ、平成 21 年 2 月 12 日に「障害者

自立支援法の抜本見直しの基本方針」をまとめた。 
 
○ 国は、基本方針等の内容を踏まえた見直しを行い、3 月 31 日に「障害者自立支援法等の

一部を改正する法律案」を閣議決定し、国会へ提出した。 
 
 
 
 
 
 
 



２ 障害者自立支援法等の改正案の内容 

項  目 法  律  案  の  概  要 施 

利用者負担の見直

し 

○法律上も負担能力に応じた負担(応能負担)が原則であ

ることを明確化する。 
○利用者負担の軽減策である「高額障害福祉サービス費」

に、補装具の利用者負担も合算することとして利用者負

担の軽減を図る。 

※高額障害福祉サービス費とは、世帯における利用者負担

を所得に応じて一定額以下とする軽減策である。 

公布日か

月以内で

める日 

障害者の範囲の見

直し 

○発達障害者が障害者の範囲に含まれることを法律上明

示する。 

※高次脳機能障害者が対象になることについては、通 
知等で明確にする。 

公

障害程度区分の名

称・定義の見直し 

○「障害程度区分」の名称を「障害支援区分」に見直すと

ともに、定義も「障害者等の心身の状態を総合的に示す」

から「標準的な支援の度合を総合的に示す」に見直す。 
※ 障害程度区分そのものについても、各障害の特性を踏
まえて抜本的に見直す。 

平成 24

相談支援の充実 ○総合的な相談支援を行う「基幹相談支援センター」及び

地域における障害者等の支援体制の整備を推進する「自

立支援協議会」について、法律上に根拠を設ける。 

○支給決定の前にサービス利用計画案を作成し、支給決定

の参考とするとともに、サービス利用計画作成対象者を

大幅に拡大する。 
 

平成 24
(ただし
協議会に

公布日か

月以内で

める日) 

障害児支援の強化 ○重複障害に対応するとともに、身近な地域で支援を受け

られるよう、障害種別に分かれている障害児施設(入

所・通所)を一元化する。 

○通所サービスの実施主体を、在宅サービスと同様に都道

府県から市町村とする。(入所サービスの実施主体は引
き続き都道府県) 
○学齢期における支援の充実のため、「放課後等デイサー

ビス事業」を創設する。 

平成 24

地域生活の基盤整

備 

○グループホーム・ケアホームの利用に伴い必要となる費

用を助成する。 
移動支援の個別給

付化 

○重度の視覚障害者の移動支援についても、地域での暮ら

しを支援する観点から、自立支援給付の対象とする。 

※現行は、地域生活支援事業の中の一つの事業で、市町村

の任意事業とされている。 

業務管理体制の整

備 

○障害福祉サービス事業の運営をより適正化するため、事

業者における法令遵守のための業務管理体制の整備、事

業廃止時のサービス確保対策等の規定を整備する。 

精神保健福祉施策

の見直し 

○精神障害者の地域生活への移行、地域生活の支援の推進

のため、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」

及び「精神保健福祉士法」を改正する。 

公布日か

月以内で

める日 

 

行 日 

ら 1年６ 
政令で定

布日 

年 4月１日 
 

年 4月１日 
、自立支援 
ついては、

ら 1 年 6
政令で定

年 4月１日 

ら 1年６
政令で定 
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